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事実の概要

　本件は、刑事事件の被告人として起訴された原
告らが、各原告の公判期日が開かれた日における
入廷及び退廷の際、手錠及び捕縄（以下、手錠等）
を施された状態で入廷及び退廷をさせられたこと
について、①原告らの公判を担当した裁判官らが、
入退廷時に刑務官らによる手錠等の使用を止めさ
せずに放置したこと、②原告らの護送を担当した
刑務官らが、入退廷時に法廷内で手錠等を使用し
たこと、③首席矯正処遇官が被告人の出廷時にお
ける手錠等の使用に関する取扱いに関する指示を
したことは、いずれも違法であり、これらの違法
行為によって精神的苦痛を被ったと主張して、被
告に対し、国家賠償法（以下、国賠法）1 条 1 項
に基づき、慰謝料及び遅延損害金の支払を求めた
事案である。

判決の要旨

　１　刑訴法 287 条 1項の違法性
　「憲法 37 条 1 項は、刑事事件の被告人には、
公平な裁判所の迅速な公開裁判を受ける権利を保
障しており、刑訴法における『公判廷』に関する
総則的規定に当たる同法 282 条は、公判期日に
おける手続は、裁判官及び裁判所書記官が列席
し、検察官が出席した公判廷で行うものと定めて
いる。」そして、「同法 287 条 1 項本文が公判廷
において被告人の身体を拘束してはならない旨規
定している趣旨は、身体拘束が被告人の心理面に
影響を及ぼし、防御活動の制約となり得ること
や、当事者の一方が身体の拘束を受けたのでは手

続の公正を期することができないことから、その
ような事態を防ぐために、公判廷において、被告
人に対し手錠等を使用するなどして、身体を拘束
することを禁じているものと解される。」「そうす
ると、同項本文は、公判期日が開かれる公判廷に
おいて被告人の防御権保障を全うし、手続の公正
を確保するため、被告人の身体を拘束することを
禁じているものと解されるのであって、およそ法
廷という物理的な場所における被告人の身体拘束
を禁じるという趣旨まで含むものではないと解さ
れる。したがって、公判期日が開始（開廷）され
る前、又は公判期日が終了（閉廷）した後に、原
告らに対して法廷内で手錠等が使用されたとして
も、刑訴法 287 条 1 項が直接規律する事項では
なく、同項に反する措置ということはできない」。

　２　無罪の推定を受ける権利
　手錠等は、明治時代から戒具として利用され、
現在でも刑事施設において一般的に使用される等
に照らせば、「手錠等を施された被告人の姿は、
罪人、有罪であるとの印象を与えるおそれがない
とはいえない」。しかしながら、「一般に被告人が
無罪の推定を受けるべき地位にあるとしても、傍
聴人又は裁判官が、入廷時又は退廷時に、手錠等
を施された原告らの姿を見ることによって、被告
人の上記の地位が脅かされるということはないと
いわざるを得ない。」また、「手錠等は被使用者の
身体を直接的に拘束することによってその逃走等
を封じる戒具であるから、これらが使用された状
態下においては、被拘束者はその心身に何らかの
圧迫を受け、任意の供述は期待できないものと推
定され」、「被告人が十分な防御活動を行うことが
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できないおそれがあることは否定することができ
ない。」だが、刑訴法 287 条 1 項に基づいて、本
件においても、開廷時から閉廷までの間、原告ら
の手錠等は外されていた。そのため、手錠等を使
用された被告人が手錠等を施された状態において
侮辱感を覚えたとしても、開廷時に手錠等を解か
れた状態においてまで何らかの影響が残存するも
のとは直ちに認め難い。また、「原告らは身体拘
束されることなく公判手続において防御活動を行
える立場にあったことからすれば、入退廷時に手
錠等が使用されたとしても、検察官との関係にお
いて対等当事者としての地位が侵害されたという
こともでき」ない。

　３　個人の尊厳
　「何人も、個人の私生活上の自由の一つとして、
その承諾なしに、みだりにその容ぼう・姿態を撮
影されない自由を有するところ、公判廷における
被告人にも原則として同様の利益が保障されてい
るものと解される」。「現在の社会一般の受け取り
方を基準とした場合、手錠等を施された被告人の
姿は、罪人、有罪であるとの印象を与えるおそれ
が」あり、手錠等を施されること自体、極めて不
名誉なものと感じることは、十分に理解される。
また、「手錠等を施された姿を公衆の前にさらさ
れた者は、自尊心を著しく傷つけられ、耐え難い
屈辱感と精神的苦痛を受けることになることも想
像に難くない。これらのことに加えて確定判決を
経ていない被告人は無罪の推定を受ける地位にあ
ることをにもかんがみると、個人の尊厳と人格価
値の尊重を宣言し、個人の容貌等に関する人格的
利益を保障している憲法 13 条の趣旨に照らし、
身柄拘束を受けている被告人は、上記のとおりみ
だりに容ぼうや姿態を撮影されない権利を有して
いるというにとどまらず、手錠等を施された姿を
みだりに公衆にさらされないとの正当な利益ない
し期待を有しており、かかる利益ないし期待につ
いても人格的利益として法的な保護に値するもの
と解することが相当である。」そして、「法廷にお
いて傍聴人に手錠等を施された姿を見られたくな
いとの被告人の利益ないし期待についても法的な
保護に値するものというべきである」。そして、
これは「憲法 13 条の趣旨に照らして法的保護に
値する人格的利益であって、裁判長が法廷警察権
を行使するに当たっては可能な限り尊重されるべ

きであること」、適切な措置を講じる具体的な方
法を想定することは可能であり、また「既に平成
5年には最高裁判所事務総局刑事局と法務省矯正
局との間において、戒具を施された姿を傍聴人の
目に触れさせないようにするための方策について
協議がされ」、この場合の具体的な運用について
協議が整い、全国の裁判所及び矯正施設に周知さ
れていたことに照らすならば、少なくとも、本件
刑事事件らの公判期日が開かれた時点において
は、「法廷警察権を行使すべき立場にある裁判長
は、被告人又は弁護人から手錠等を施された被告
人の姿を傍聴人の目に触れさせないようにしてほ
しい旨の要請があった場合には」、「具体的な方法
について検討し、具体的な手錠等解錠及び施錠の
タイミングや場所について判断し、刑務官等に対
して指示することが相当であったというべきであ
る。」
　国賠法上の違法については、「法廷警察権に基
づく裁判長の措置は、それが法廷警察権の目的、
範囲を著しく逸脱し、又はその方法が甚だしく不
当であるなどの特段の事情のない限り、国賠法 1
条 1項の適用上、違法の評価を受けないものと解
される」。しかしながら、「最高裁刑事局長等書簡
においても法廷内において傍聴人の目に触れる形
で手錠等の解錠又は施錠を行う運用そのものを否
定する考え方が示されているわけではなく、逃亡
又は自傷他害のおそれが具体的に存在するなど、
個別的に認められる事情いかんによっては、入廷
後から開廷まで及び閉廷後から退廷までのわずか
な時間であっても、被告人に手錠等を施しておく
ことが必要な場合もあり得ること」などに照らす
ならば、本件裁判官らが執った措置が違法である
とまで認めることはできない。

判例の解説

　一　本判決の構造
　本判決における争点は、①本件裁判官らが手錠
等を施された原告らの姿を法廷内において他者に
見られないようにするための措置を講じなかった
ことが違法であるか否か、②本件刑務官らが公判
期日における入退廷時に原告らに対して手錠等を
使用したことが違法であるか否か、そして③首席
矯正処遇官が本件指示を発出したことが違法であ
るか否かであった。本件において憲法問題として
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判断されたのは、特に争点①だった。
　争点①に対する裁判所の論理構成は、まず、戒
護権との関係での法廷警察権の権限の射程を整理
し、その上で刑訴法 287 条 1 項は、心理面によ
る防御権制約の危険性や公平な手続の保障を企図
しているので、法廷における身体的拘束は禁止さ
れないという。そして、後述の通り、無罪の推定
と個人の尊厳の観点から、それぞれ検討した上で、
原告の主張は棄却された。

　二　無罪の推定
　裁判所の判断は、手錠等の施錠が、無罪の推定
を受ける権利に一般的に影響を及ぼすとしつつ
も、公判手続の訴追に対する実際の影響と公判手
続における原告らの地位の観点から、当該権利に
対する制約はなかったとするものである。つまり、
まず、裁判所は、現在においても手錠等を施され
た原告らの姿が、罪人、有罪であるとの印象を与
えるおそれが一般的にあることを認めた。しかし、
仮に法廷内にいる傍聴人がそのような印象を抱い
ても、公判手続の訴追に関係しないし、また、裁
判官も、当該印象が、彼らの心証に感得し、予断
を生じさせるとは想定できないと判断した。した
がって、原告らの地位に影響を及ぼすことはない
とした。さらに、このような他者に対する印象に
よる原告らへの影響について、手錠等が使用され
た状況下で何らかの圧迫を受け、任意の供述を困
難にさせるという意味で防御活動の制約を認め
た１）。しかし、このような影響は、開廷後に手錠
を解かれた状態にまで及ばないし、公判廷におけ
る当事者主義２）にも抵触しないと判断した。
　これに関連して、特に国際人権法の観点から、
手錠等の施錠が無罪推定を有名無実化するような
影響を及ぼし得るという批判がある。これによれ
ば、拘禁目的から直接的・内在的に生じる場合を
除く、被拘禁者に対する制約は、拘禁目的を達成
するために必要最小限度のみで許容される。そし
て、手錠等の施錠は、保安上の要請という立法目
的と精確に均衡しているとはいえないと批判され
る３）。
　この批判は、手錠等の施錠が、無罪推定を受け
る権利の保護領域に対する制約として機能すると
した上で、正当化の審査の問題として議論されて
いる。したがって、制約を認めない裁判所の判断
とは距離がある。しかし、手錠等の施錠によって、

無罪の推定を受ける権利が保護領域を侵害する可
能性があるのならば、その制約の有無について、
より厳格に判断されるべきだろう。

　三　個人の尊厳
　裁判所は、個人の尊厳の観点からも検討した。
まず、裁判所は、保護領域に該当するものとして、
手錠等を施された姿をみだりに公衆にさらされな
い人格的利益を設定する。この背景には、京都府
学連デモ事件等４）で提示された「みだりに容ぼ
うを撮影されない権利」があるが、これにとどま
らず、前述の手錠等に内在する無罪の推定を阻害
し得る印象から誘発される原告本人に対する精神
的な苦痛の存在もあった。そして、裁判所は、こ
の人格的利益に対して制約する事態があったこと
を認める。その上で、被告は、原告らの利益や期
待を尊重した法廷警察権の行使が要請され、実際
に制約をより小さくする代替的手段があったとし
て、正当化されないと認定した。
　なお、類似の事件として、2019年 6月14日に
大阪高裁で争われた損害賠償請求事件がある５）。
ここでも、入退廷の際に手錠等が施された点が問
題になり、同様の点が争点として提示された。こ
こでは、裁判官の法廷警察権行使における裁量の
逸脱・濫用がなかったとして、国賠法上の違法は
認められなかった。特に、憲法 13条に関連して
いえば、手錠等が無罪の推定を侵害するような印
象を与え、かつ、本人にも名誉感情等を害すると
いう影響を及ぼすとしつつも、裁判官や傍聴人の
印象に影響を及ばすものではないし、逃走等の防
止という目的が憲法 13条にある公共の福祉に合
致するので、憲法 13条に違反しないと判断され
た６）。
　これを踏まえると、現時点の裁判所の見解は、
公法廷において手錠等を被告人に施すことは、特
に、憲法 13条が保障する人格的利益の侵害に当
たるが、正当化については審査基準が定まってい
ない。すなわち、本判決では、制約をより小さく
する代替的手段を検討した結果により正当化は退
けられたが、先の大阪高裁判決では、公共の福祉
の問題として見られ、正当化が認められた。

　四　国家賠償責任
　このように、裁判所は、原告らに対して憲法
13 条に基づく人格的利益に正当化されない制約
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があったと認めつつも、国賠法上の違法について
は否定した。ここで裁判所が提示した基準は、レ
ペタ法廷メモ訴訟で提示された「法廷警察権の目
的、範囲を著しく逸脱し、又はその方法が甚だし
く不当であるなどの特段の事情があるかどうか」
という基準であった７）。本判決では、現実的な事
情を羅列的に提示し、法廷警察権の権限の範囲で
あるとした。法廷警察権の性質上、現実的な事情
の考慮要素を羅列して用いることは否定するとこ
ろではないが、そればかりで規範的な検討がなさ
れなければ、十分な審査をしているとは言い難い
のではないだろうか。

　五　手錠等の施錠と憲法 13条
　以上が本判決の判旨の解説となるが、本判決を
通じて、手錠等の施錠が、無罪推定を受ける権
利に抵触し、結果として、憲法 13条で保障され
る幸福追求権を侵害する可能性があることがわか
る。なお、ここで問題になる無罪推定を受ける権
利とは、実際に公判手続の訴追に影響を及ぼすよ
うな程度のものでなく、現在の社会一般の受け取
り方を基準とした一般的な印象でも構わない。な
ぜ、このような一般的な印象が、個人の幸福追求
権の侵害に当たると判断されるのだろうか。
　そもそも幸福追求権とは、「個人の尊重」原理
を受けて、「人格的生存にとって必要な利益を包
括的に主観的権利として保障する」ものである。
そして、文字通り「幸福を追求する場の確保」に
かかわるものであり、その幸福とは「あくまでも
国民各個人が決めるべき事柄」である８）。そして、
このような幸福追求権を「個人の人格的生存に不
可欠な利益を内容とする権利の総体」として捉え
た場合９）、「人間が自律した個人として自分の生
をまっとうすること」こそが、幸福追求の営為と
いうことになる 10）。このように幸福追求権を捉
えると、たとえ、実際に公判手続の訴追に影響を
与えないとしても、入退廷の際に、手錠等を施錠
され、罪人・有罪の印象を一般的に受けることに
なれば、問題の個人が不名誉なものと感じ、自尊
心が傷つけられることになる 11）。これは、手錠
等の施錠を行った公権力による幸福追求権（人格
権）の侵害といえ、当該個人の人格を否定し、自
律した個人の形成の阻害に直結するといえるだろ
う 12）。
　以上を踏まえ、無罪推定を受ける権利について

も再度検討しよう。特に、公判手続における原告
らの地位について、開廷時に手錠等が解かれれば、
心理的な影響を含めて、何らかの影響が残存する
とは認められないので、被告人の防御権は保障さ
れるし、検察官との関係において対等当事者とし
ての地位は侵害されないという本判決の判示に疑
問が残る。手錠等の施錠が、幸福追求権に抵触す
るほど、当該個人の人格に影響を与えると判断さ
れるなら、手錠等が解錠されて直ちに心身の圧迫
から逃れられ、任意の供述が可能になると考える
ことは難しい。そうであるなら、手錠等の施錠は、
当該個人に不利を与えるといえ、憲法 37条 1項
が保障する「公平な裁判所」13）にも抵触するとい
えるのではないだろうか。
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３）里美佳香「刑事被告人が無罪の推定を受ける権利に関
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